様式第１号（第７条関係）
木造住宅耐震事業補助金交付申請書
令和　　年　　月　　日
（宛先）高槻市長

（フリガナ）
申請者　　氏　　名

(所有者)    住　　所
電話番号
高槻市木造住宅耐震事業補助金交付要綱第７条の規定により、高槻市木造住宅耐震事業補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

	申請補助制度
	□　耐震診断補助制度　□　耐震改修工事補助制度

	補助金申請額
	金　　　　　　　　円　【以下の補助額の合算】

	内訳
	耐震診断
	補助額
	金　　        　　円　
	延床面積
	　  　　　　㎡

	
	耐震改修
工事
	補助額
	金　　　　　　　　円
	設計補助
	□該当　□非該当

	
	
	設計
	□一般型設計　□簡易型設計
	加算条件
	□該当　□非該当

	建築物の所在地
（地番）
	高槻市

	用　　途
	□一戸建住宅　□長屋住宅（　　戸）□共同住宅（　　戸）

	建築年月日
（又は確認年月日）
	　　　　年　　月　　日竣工（確認）
	居住
	□現住
□居住予定

	代　理　受　領
	□ 代理受領制度を利用します。【様式第1号-2を添付】


（添付書類）
【共通】(1)付近見取り図
        (2)申請者住所の分かる本人確認書類の写し（固定資産税納税通知書、課税証明書等）

【診断】(1)固定資産税納税通知書又は登記事項証明書等の写し
(2)耐震診断の見積書の写し
(3)昭和56年6月以降に10㎡以上の増築部分がある場合、確認済証の写し又は建築物現況報告書（様式第1号-3）※耐震改修工事を同時に申請する際は不要
【改修】(1)登記事項証明書等の写し
(2)申請対象に耐震改修設計を含む場合、耐震改修設計費用の見積書の写し
(3)耐震改修工事費用の概算見積書の写し
 (4)申請者の直近の課税証明書又はその写し（課税標準額がわかるもの）
(5)補助金の加算を利用する場合、世帯全員の所得証明書及び住民票又はその写し

※要綱第４条第２項第２号

(2) 所有者及び当該所有者の世帯員全員が、次のいずれにも該当しないこと。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２項第６号に規定する「暴力団員」
イ 大阪府暴力団排除条例（平成２２年大阪府条例第５８号）第２項第４号に規定する「暴力団密接関係者」
様式第１号－２（第７条関係）

代理受領制度申出書

私は、以下のとおり高槻市木造住宅耐震事業補助金交付要綱第２１条に基づき高槻市木造住宅耐震事業補助金の代理受領を申し出します。
補助事業名称　　　　　　木造住宅耐震事業
補助金申請額　　　　　 金　　　　　　　　　　　　　円
【申請者記入欄】
代理受領事業者に上記の補助金の代理受領を委任します。
令和　　年　　月　　日
申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

【代理受領事業者記入欄】
以下の遵守事項について誓約し、補助金の代理受領について同意します。

令和　　年　　月　　日
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　
電話番号  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　
（遵守事項）

１　高槻市木造住宅耐震事業補助金交付要綱の規定を遵守いたします。

２　高槻市が必要と認める場合は、現地調査に立会い、必要な説明及び書類の提出等に協力いたします。

３　高槻市木造住宅耐震事業補助金の代理受領に際し、次の事項を行った場合は、高槻市木造住宅耐震事業補助金交付要綱に基づく代理受領ができなくなることについて異議は申しません。

1 　虚偽の申請を行った場合

2 　不適切な補助事業を行った場合
3 　補助事業に際し、不誠実な対応をした場合 
様式第７号（第１６条関係）

木造住宅耐震事業完了報告書
　　　令和　　年　　月　　日

(宛先)高槻市長

申請者  　氏　　名　
（申請時から変更がない場合は、以下省略可）　
　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　
電話番号　
　　　　　　　　　　　
　高槻市木造住宅耐震事業補助金について補助事業が次のとおり完了したので、関係書類を添えて報告します。
	交付決定
	　令和　　年　　月　　日　高都審第　　　　号

	耐震診断着手日
	令和　　年　　月　　日

	耐震改修設計着手日
	令和　　年　　月　　日

	耐震改修計画
適合確認年月日
	　令和　　年　　月　　日　高都審第　　　　号－　

	耐震改修工事着手日
	令和　　年　　月　　日

	補助事業完了日
	令和　　年　　月　　日

	備　　考


（関係書類）
【共通】補助事業の契約書又は請求書の写し（明細の分かるもの）
補助事業の領収書等の写し（補助対象経費の支払いが分かるもの）
※代理受領制度により申請者の自己負担額が0円の場合、契約書の写し
【診断】耐震診断技術者の記名をした耐震診断結果報告書(所見と写真を含む）
耐震診断技術者であることの証明書の写し
【改修】工事工程写真・改修写真
（各部位ごとに工事が適切に施工されたことがわかるもの。）

※確認を受けた耐震改修計画から設計等の変更がある場合、事前に「高槻市木造住宅の耐震改修計画の確認等に関する実施要領」に基づく変更確認申請書（変更内容が軽微な場合、軽微な変更報告書）を提出すること
様式第９号（第１９条関係）
木造住宅耐震事業補助金交付請求書

令和　　年　　月　　日

(宛先)高槻市長　

申請者　　氏　　名　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　
令和　年度　高都審第　　　　号－　　にて交付額の確定通知のあった、高槻市木造住宅耐震事業補助金の交付を下記のとおり請求します。

記

１　請　求　額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円　

２　振　込　先
	金融機関名
	
	支店名
	

	口座番号
	
	預金種類
	□普通　□当座

	フリガナ
	

	口座名義（漢字）
	



審査指導課記入欄　　（市担当者：　　　　　　）
①　本件責任者又は担当

□　申請者本人

□　その他　　氏名　　　　　　　　　（続柄：　　　）　連絡先　　　　　　　　　

②　意思確認
1 時期
　□請求書受領時　□その他（令和　　年　　月　　日）
2 方法
□対面確認　□書面確認　□電話確認　□メール確認　□その他（　　　）
□　補助金の交付申請を行うにあたり、私及び私の世帯員は、高槻市木造住宅耐震事業補助金交付要綱第４条第２項第２号（※）に規定する暴力団員及び暴力団密接関係者に該当しないことを申し立てます。


□　上記に該当することが判明した場合は、補助金の交付決定が取り消され、補助金の返還が必要であることを確認しました。


□　上記の該当の有無に関して調査が必要となった場合には、高槻市が求める必要な情報及び資料を遅延なく提出するとともに、高槻市において当該資料等を大阪府警察本部又は高槻警察署へ提供し、意見を聴くことに同意します。
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